
資 料 1

平成22年度予算額 316億円(21年度当初予算 237億円)

当該事業 (又はその一部の事業)については、(独 )国立がん研究センター運営費交付金において措置することとした。

がん対策の推進について

基本的な考え方

○ 平成19年 4月 に施行された「がん対策基本法」及び同年6月 に策定された「がん対策推進基本計画」の個別目標
の進捗状況を、質・量の両面から把握・評価しつつ、総合的かつ計画的に対策を推進。

1.放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを専門的に行う医師等の育成 43億円(61億円)

(1)がん専門医等がん医療専門スタッフの育成
拡充 口がん専門医の育成
新規 ・がん医療に携わる医療従事者の計画的育成
(2)がん診療連携拠点病院の機能強化
(3)国際共同治験及び新薬の早期承認等の推進
新規 ・未承認・適応外医薬品解消検討事業費

7.61意 円( 7.0億円)
4.0億円( 3.8億円)
2.0億円(  ―億円)
34.3億円(54_1億円)
0.9億円( 0.4億 円)
0.6億円(  一億円)

6億円(7億円)2.治療の初期段階からの緩和ケアの実施

(1)緩和ケアの質の向上及び医療用麻薬の適正使用の推進           5.2億 円( 5.61意円)
・インターネットを活用した専門医の育成
・がん医療に携わる医師に対する緩和ケア研修
・都道府県がん対策重点推進事業(緩和ケア研修部分 )
・緩和ケアに資する技術研修による医療従事者の育成
・医療用麻薬の適正使用の推進                        、

(2)在宅緩和ケア対策の推進                        1.o億 円( 1.3億円)
・在宅医療推進支援事業
・在宅ターミナルケア研修等の実施

3.がん登録の推進 ―億円(0.3億 円 )
口院内がん登録の推進
・がん登録の実施に関する調査・精度管理、指導の実施
日地域がん登録の促進

61億円(86億円 )5.がんに関する研究の推進等

○ がんによる死亡者の減少、すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の維持向上を実
現するためのがん対策に資する研究を着実に推進
・第3次対がん総合戦略研究経費                  58.1億 円( 58_3億 円)

88億円 (―億円)6.独立行政法人国立がん研究センター

○ がんその他の悪性新生物に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業務に密接に関連する
医療の提供、技術者の研修等を実施                       ′

新規 ・独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金          88.0億 円(   ―億円)

…
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4.がん予防日早期発見の推進とがん医療水準均てん化の促進

(1)がん予防日早期発見の推進              ｀

①がん予防の推進と普及啓発
拡充 ・肝炎等克服緊急対策研究
・患者必携の作成及び患者必携相談窓回の設置 (コールセンター)
②がんの早期発見と質の高いがん検診の普及
・企業との連携によるがん検診の受診促進

拡充 口がん検診受診率向上企業連携推進事業
新規 `女性特有のがん検診推進事業
(2)がん医療に関する相談支援及び情報提供体制の整備
(3)がん医療水準均てん化の促進

新規 ・がん医療の地域連携強化事業費
新規 ・がん対策評価・分析経費

118億円 (82億 円 )

106.1億円( 52_7億 円)
22.1億円( 32:1億 円)
19.9億 円( 18.4億円 )

84.0億円(20.6億 円)
2.8億円( 2.8億円 )
1.4億円( 0_9億円)
75.7億円(  ―億円)
一億円( 18.4億 円)
11.4億 円( 10.7億円)
2.8億円(   ―億円)
0.2億円(   ―億円)



平成 22年度がん対策予算額について

平成21年度予算額    平成22年度予算額
231, 680百 万円  →  31, 604百 万円

平成 19年 6月 に閣議決定されたがん対策推進基本計画を踏まえ、放射線療法 日化学療法の
推進、専門医等の育成、がん予防・早期発見の推進など、がん対策を総合的かつ計画的に推進

し、がん対策の一層の充実を図る。

放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを専門的に行う医師等の養成

① がん専門医臨床研修モデル事業 384百 万円 →  404百 万円
若手医師の段階から、より実践的な環境の下で指導、教育を実施することにより、

質の高い専門医師 (放射線療法等)を育成する。
(補 助 先):都道府県がん診療連携拠点病院
(補 助 率):1/2
(予算単価):@53, 878千 円、 15か所

個)口 がん医療に携わる医療従事者の計画的研修事業
199百 万円

我が国における化学療法専門医、放射線治療専門医、病理医をはじめとした医療従事者

の実態を把握するとともに、国内や海外でのがん罹患率・人口比などの情報を踏まえつつ、

国及び都道府県のがん医療に携わる各医療従事者の必要数や充足状況を把握し、計画的

な養成方策等の検討を行う。

(委 託 先):独立行政法人国立がん研究センター

がん診療連携拠点病院機能強化事業 5,406百 万円 → 3,431百 万円

がん医療水準の均てん化を図る目的から、がん医療従事者への研修、がん患者等ヘ

の相談支援等を実施する拠点病院機能の強化する事業に対し、財政支援を行 う。

補 助 先 :都道府県、独立行政法人等

補 助 率 :1/2、 10/10
※予算単価及び二次医療圏の変更に伴う減

予算単価 :都道府県がん診療連携拠点病院
地域がん診療連携拠点病院

二次医療圏 :358医療圏→348医療圏

がん登録の推進

Q)・ 地
婁雀官言[褥賃楯量ぃて地域がん登録を実施しているところであるが、未だ実施し
ていない 12都県に対し、地域がん登録を行うよう指導するとともに、当該データの
集計ぐ分析を行い、標準

`ヒ

した登録様本に適応した地域がん登録の促進を図る。

※ 独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金で措置

@28,000千 円 → @20,000千 円ヽ

@22,000千 円 → @14,000千円
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O・ がん総合推進事業費
がんの予防、がんの治療など、がん患者が必要とする詳細情報を記載した患者必携

及び小冊子を作成するとともにインターネットによるがん情報の提供を行う。

※ 小冊子、患者必携の印刷増、患者必携相談窓国の設置 (ゴールセンター)
※ 独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金で措置

がん予防 日早期発見の推進とがん医療水準均てん化の促進

∈)・ がん検診受診率向上企業連携推進事業 91百 万円 →  1
企業にがん対策の必要性を啓発し、がん検診受診向上のサポー ト会員と

を促すことにより、企業独自のがん検診受診向上の活動を誘発する。

実施主体 :国

※事業実施期間の延長 (戦略本部 10月 → 12月 、連携打診 6月 → 12月 )

個)・ 女性特有のがん検診推進事業 7, 574百 万 円
従来、地方交付税措置されているがん検診事業に加え、受診勧奨事業方策の一つと

して、一定の年齢に達した女性に対し、市区町村が行 う女性特有のがんである子官頸

がん及び乳がんについて、検診の無料クーポン券と検診手帳を配布する事業に対 し、

財政支援を行 う。

(補 助 先):市区町村
(補 助 率):検診費 1/2、 事務費 1/2
(対象年齢):子宮頸がん 20歳、25歳、30歳、35歳、40歳

乳がん   40歳、45歳、50歳、55歳、60歳

Q)・ がん医療の地域連携強化事業費 278百 万円
地域の医療機関、緩和ケア病棟、在宅療養支援診療所などの情報を把握し、がん患

者の意向を踏まえた上で、地域の中で利用可能ながん患者にとって適切な医療サービ

ス等を紹介するため、都道府県ごとに非常勤医師及び看護師からなる地域連携コーデ

ィネーターを配置し、がん患者が安心・納得できる体制を構築する事業に対し、財政

支援を行 う。

補 助 先 :都道府県等

補 助 率 :1/2

19百 万円
現在のがん対策について、政策評価に加え、がん患者や家族 (以下「がん患者等」
という。)と いったがん対策を真に必要とする立場から評価を受け、その結果を分析
することにより、がん患者等にとって真に必要な施策を確認し、継続すべき事業や新
たな課題等について検討を行う。

委 託 先 :特定非営利活動法人日本医療政策機構

独立行政法人国立がん研究センター

Q)・ 独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金        8,803百 万円

がんその他の悪性新生物に係る医療に関しt調査、研究及び技術の開発並びにこれ
らの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を実施。
※ 国立がんセンターについては、平成 22年 4月 に独立行政法人に移行

40百 万円
しての参画

Q)・ がん対策評価・分析経費
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資料2-1

「がん対策に関する世論調査」の概要

平成 21年 10月

内閣府政府広報室

調 査 対 象  全国20歳以上の者 3,000人
有効回収数 1,935人 (回収率 64.5%)

調査期間 平成 21年 8月 27日～9月 6日 鯛額 による個別面獅 取)

調 査 目 的  がん対策に関する国民の意識を把握し、今後の施策の参考とする。

調 査 項 目  1 がんに対する意識について
2 がん検診に関する意識について
3 がんに関する情報について｀

        4 がん診療について

5 がん登録について
6 がん対策に関する政府への要望について

調 査 実 績   「がん対策に関する世論調査」 (平成 19年 9月調勘

そ  の  他  本調査の概要は,内閣府ホームページに 11月 2日 (月 )よ り掲載
予定で丸

http://-8.cao.go.jp/stlrvey/h21/h21-gantaisaku/index.html
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〔

男

女

〔

2

3

4

5

‐ 6

7

がんに対する意識について

(1)がんについての印象

・こわくない (ガ 計ヽ)
。こわいと思わない

。どちらかといえば、こわいと思わない

。こわい (小計)

・どちらかといえば、こわいと思 う
。こわいと思 う

こわくない (′Jヽ計 )
23.8

こわい (小計 )
75.7

どちらか といえ  こわい と思 う
1

ば, こわい と思 う

こわヤヽ (4ヽ計 )
65.1

平成 21年 9月
23.8%
14.1%
9.7%
75.7%
30.4%
45。 3%

わからない

こわいと どちらか とい

思わない えば,こ わい
と思わない

(該当者数)

姿先  (1,935ノに)

(参考 )

(コ
「
月た191「 9月 割胃望皇)   (1,767ン )ヽ

こわ くない (小計 )
24.0

総

どちらとも
いえない

わか ら
ない .

性   〕

1生  ( 869人 )

主主  (1,Oo6ノk)

年  齢  〕

0 - 2 9 歳   (  147人 )

0 - 3 9 歳 :(  299人 )

0～ 49歳 (307人 )

0 - 5 9 '乖  (  369A)

0 - 6 9 歳   (  451人 )

0 歳  以  上  ( 362メ、)

こわいと あまりこ

思わない わいと思
やや こわい ことル とヽ思 う

-2-
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(2)がんを予防するための実践

・焦げた部分は避ける
。たばこは吸わないようにする
。偏食をせず栄養面でバランスのよい食事をする

・特にない

(複数回答,上位3項目)
平成 19年 9月  平成 21年 9月
38.4%  →  43.4%(増 )
41.4%  →  42.7%
38.8%  →  42_2%(増 )

16.5% 14.8%.

(複数回答 )

50  (%)

焦 げ た 部 分 は 避 け る

た ば こは吸わ な い よ うにす る

偏食をせず栄養面でバランスの

よい食事をす る

カ ビの生 えた もの に注意す る

塩 辛 い も の は 少 な めにす る

定 期 的 に が ん 検 診 を受 け る

体 を 清 潔 に す る

脂 肪 は ひ か み め に す る

適 度 に ス ポ ー ツ を す る

お 酒 は ほ ど ほ ど に す る

食 べ す ぎ を 避 け る

食事か ら適量の ビタ ミンと多く
の繊維質 を含んだ ものをとる

日光に当た りす ぎないよう心が

ける

毎 日,変化のある食生活を心が
ける

あま り熱いものは冷ましてから
にす る

そ      の

特    に    な

他
　
　
い

34.5

35.3

31.4

33.9

30.0

28.1

29.6

29.3

27.2

24.4

26.7

24.1

19.5

18.1

17_3

16.2

15.0

目今  回 調  査  0=1,935人 ,M_T,=478.3%)
口平成 19年9月 調査  (卜 1,767人 ,M.T_=439.5%)

14.8

16.5

0_7

1.6

13.1
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(3)がんに関する情報源

・テ レビ。ラジオ番組
。新聞
・友人、知人
・ (病院内な どの)ポスター、

(複数回答,上位 4項目)
平成 19年 9月  平成 21年 9月

パンフレット

70.5%
48.0%
31.6%

.25.6%

73.6%(増 )
54.7%(増 )
32.7%
30.2%(増 )

(複数回答)

80  (%)

↓

↓

↓

↓

聞新

テ レ ビ ・ ラ ジ オ 番 組

友  人  ,  知  人

(病 院 内 な ど の )
ポスター,パ ンフレット

雑 誌 (専 門 誌 含 む )

イ ン タ ー ネ ッ ト

特 に 得 て い な い

籍

他

童
自

そ

なかわ

13.2

32.7

31.6

30.2

口今 回 調 査

□平成19年9月調査

(N=1,935人 ,M.T_=238.8%)

(N=1,767ノk,M・ T.=221.7%)

10.5

10.1

-4-



(4)がん情報サービスの認知度

・知つている (小計)

・よく知つている
。言葉だけは知つている
。知らない

(該当者数)

套た  (1,935ノk)

(参考 )

(12月、194F9月 ヨロ型墜)   (1,767ノ に)

わからない  知らない

わからない  知らない

平成21年 9月

21.0%
6.7%
14.3%

78.0%

知つてい る (ガ 計ヽ )
21_0

総

知つている (小計 )
20.1

〔

男

女

〔

2

3

4

5

6

7

.  性     〕

聖L  (  869ノ k)

聖L  (1,066りに)

年  齢  〕

0～ 29歳 (147人 )

0～ 39歳 (299人 )

0,～ 49歳  ( 307人 )

0～ 59歳 (369人 )

0～ 69歳 (451人 )

0歳 以 上 (362人 )

よく 言葉だけは
知つて 知っている

活用したこ 活用したこと
とがある  はないが ,

知つている

40

-5-
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2 がん検診に関する意識について

(1)がん検診の関心度

・重要と思 う (小計)
。そう思 う
。どちらかといえば、そう思う
。重要と思わない (小計)
。どちらかといえば、そう思わない

。全くそ う思わない

そ う思 う

(該当者数)

(11935ノに)

重要 と思 う (小計 )
97.4

平成 21年 9月

97.4%
85.4%
12.0%
2.1%
1.4%
0.6%

重要 と思 わない (小計 )
2.1

どちらかと 全 くそう
いえば,そ  思わない
う思わない

1.4

0.6

重要 と思わない (小計 )
2_1

どちらか と 全 くそ う
いえば,そ  思わない
う思わない

1.2
0.9

わから
ない

どちらかといえ
ば,そ う思 う

総

重要と思 う (Jヽ計 )
94.7

そう思う  どちらかといえ
ば, そ う思う

どちらとも わか ら
いえない  ない

(参考 )

(平成 19年9月 調査 )(1,767人 )

〔

男

女

〔

2

3

4

5

6

7

性   〕

性   (  869人 )

・L  (1,066人 )

年  齢  〕

o ～  2 9 歳  (  147人 )

o ～  3 9 歳  ( 299人 )

0 ～  4 9 歳  (  307A)

0～ 59歳 (369人 )

o～ 69歳 (451人 )

0 歳 以 上 ( 362人 )

0_

0_7

1.5
0.7

1_4
0.6

1.1

0.7
0.7

1_3

1_6
0.7

1.1

0.5

1.6
0.7

1_9

2.70.5

-6-
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(2)がん検診の受診状況 (胃がん検診)

・ 2年以内に受診 (小計)
・ 1年以内に受診
。2年以内に受診
。2年以上前に受診     `
。今まで受けたことはない

(該当者数)

今 回 調 査 (1,935人 )

(平成19年 9月 調査)(1,767人 ) 46.2

平成 19年 9月

37.5%
29.5%
7.9%
15.9%
46.20/0

平成21年 9月
→  38.1%
→  31.4%
→  6.7%
→  17.1%
→  44.0%

０

．
　

　

　

０

．

〔

男

女

〔

2

午  齢

0 へ́ 2 9

〕

性 ( 869人 )

性 (1,066人)

〕

歳 ( 147人 )

歳 ( 299人 )

歳 ( 307人 )

歳 ( 369人 )

歳 (451人 )

上 ( 362人 )

性

30～ 39

40～ 49

50～ 59

0 へ́ 6 9

0歳 以

II11 38.8

６

　

　

・

７

loo O)

2年以上
前に受診

今まで受けた わからない
ことはない

８

一

●
■

-7-



(3)がん検診の受診状況 (肺がん検診)

。2年以内に受診 (小計)
。1年以内に受診
。2年以内に受診
・ 2年以上前に受診
。今まで受けたことはない

平成 19年 9月

39。 2%
34_7%
4_5%
8.0%
52.0%

平成 21年 9月
→  42.4%(増 )
→  36.3%
→   6.1%(増 )
→  10.0%(増 )
→  46.5%(減 )

2年以内に受診 (小計 )
42.4 今まで受けた

ことはない
2年以上
前に受診

わからない

(該当者数)

今 回 調 査 (1,935人 )

(平成19年 9月 調査)(1,767人 )

1年以内  2年以内
に受診   に受診

〕9.6-5.8 44.1

1.1

0.8

1.7

1.3

1.1

1.1

1.1

〔

男

女

〔

.2

3

4

5

6

7

性   〕

性

性

年  齢  〕

0～ 29歳

0～ 39歳

Oγ 4 9歳

0～ 59歳

0～ 69歳

0歳 以 上

( 869人 )

(1,066人 )

( 147人 )

( 299人 )

( 307人 )

( 369人 )

( 451人 )

( 362人 )

1ド 1ヽ         _           ・    89.8

10 loo (%)

】
゛

1

二g_



(4)がん検診の受診状況 (大腸がん検診)

・ 2年以内に受診 (小計)
。1年以内に受診
・ 2年以内に受診
・ 2年以上前に受診
。今まで受けたことはない

平成 19年 9月

32.4%
27.1%
5.3%
12.0%
54.7%

平成 21年 9月
→  34.6%
→  28.3%
→  6.3%
→  13.5%
→  51.1%(減 )

2年以内に受診 (小計)
34.6 今まで受けた

ことはない
2年以上
前に受診

わからない

1年以内  2年 以内
に受診  に受診

(該当者数)

今  回  調  査 (1,935人 )

(平成 19年 9月 調査)(1,767人 )

0.9

0.9

〔

男

女

〔

2

3

4

5

6

7

性   〕

性

性

年  齢  〕

o～ 29歳

0～ 39歳

0～ 49歳

0～ 59歳

Oγ 6 9歳

0歳 以 上

(869人)

(1,066人 )

1,4

0.5

( 147人 )

( 299人 )

( 307人 )

( 369人 )

(451人)

( 362人 )

０

．
　

　

　

０

．
　

　

　

０

．

・
．Ｑ

・

．
２
．
．
遡17_ 54.7

1

53.3

15.2 44.7

-9-
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(5)がん検診の受診状況 (子宮がん検診 (女性のみ ))

。2年以内に受診 (小計)
・ 1年以内に受診
・ 2年以内に受診
・ 2年以上前に受診
。今まで受けたことはない

2年以内に受診 (小計 )
37.2

平成 19年 9月

39.0%
29.1%
9.8%
22_4%
37.9%

平成 21年 9月
→  37.2%
→  27.4%
→  9.8%
→  25.6%
→  35.6%

2年以上
前に受診

今まで受けた わからない
ことはない

1年以内
に受診

く

2年以内
に受診

(該当者数)

今 回 調 査 (1,066人 )

(平成 19年9月 調査 )( 947人 )

〔 年

2 0 ～

3 0 ～

4 0 ～

5 0 ～

6 0 ～

70歳

齢  〕

29歳

3・ 9歳

49歳

59歳

69歳

以 上

( 93人 )

( 167人 )

( 174人 )

( 204人 )

( 225人 )

( 203人 )

l■ 1醸 :I 6.5 72.0

3.3閣石ζ

loo (%)

リ
ツ

ご10-



(6)がん検診の受診状況 (乳がん検診 (女性のみ))

・ 2年以内に受診 (小計)
・ 1年以内に受診
。2年以内に受診         ・

。2年以上前に受診 ヽ

。今まで受けたことはない

2年以内に受診 (小計 )
32.3

(該当者数)

今  回  調  査 (1,066人 )

(平成19年 9月 調査)(947人 )

1年以内 2年以内
に受診  に受診

1.5

1_2

0     10    20     30    40    50 60    70    80     90    100(%)

-11-

平成19年 9月

32.4%
23_7%
8.8%
16.3%
50.2%

平成 21年 9月
→  32.3%
→  23.3%
→  9.0%
→  18.6%
→  47.7%

2年以上
前に受診

今まで受けた
ことはない

わからない

〔 年 齢 〕

20～ 29歳

30～ 39歳

40～ 49歳

50～ 59歳

6・ 0～ 69歳

7 0歳 _以 上

( 93人 )

( 167人 )

( 174人 )

( 204人 )

( 225人 )

( 203人 )

１
．

０
．

１
．

２
．

３
．



(7)がん検診の受診状況 (その他のがん検診 )

・ 2年以内に受診 (小計)
・ 1年以内に受診   

′

・ 2年以内に受診
・ 2年以上前に受診
。今まで受 けたことはない

2年以内に受診 (小計 )
10.2

,        (該 当者数)

今 回 調 査 (1,935人 )

(平成19年 9月 調査)(1,767人 )

わからない

1年以内 2年以内
に受診  に受診

1.43.7

平成 19年 9月

10.4%
9.1%
1.4%
3.7%
78.7%.

平成 21年 9月
→  10.2%
→  ao%
→  1.2%
→  3.6%
→  77.4%

2年以上
前に受診

今まで受けた
ことはなヤヽ

〔  性   〕

男       性

女       性

〔 年 .齢  〕

20～ 29歳

30～ 39歳

40～ 49歳

50～ 59歳

60～ 69歳

70歳 以 上

( 869人 )

(1,066人 )

73.2

′′1.5´

1.02.7

( 147人 )

( 299人 )

( 307人 )

( 369人 )

( 451人 )

( 362人 )

loo (%)

-12-



(各がん検診項目で、「1年以内に受診」、「 2年以内に受診」及び「 2年以上前に受診」に、 1つ

でも答えた者 (1,422人 )に )
ア がん検診の受診場所

―        平成 19
セ職場での集団検診 (検診バスなど)          27.
・市区町村の集団検診 (検診バスなど)    _   28.
・かかりつけ医で勧められて受診            25.
・市区町村の案内で受けた個別検診 (医療機関を受診)  14.

→

→

(一度でも何らかのがん検診を受診された者に,複数回答)

30   (%)

(複数回答,上位 4項目)
年 9月  平成 21年 9月
8%
7%
2%
1%

26.7%
25.0%(減 )
24.6%
18.8%(増 )

職場での集団検診 (検診バ
スなど) ・

r

市区町村あ集団検診 (検診
バスなど)

かかりつけ医で勧められて

受診

市区町村の案内で受けた個
別検診 (医療機関を受診)

職場の案内で受けた個別検
診 (医療機関を受診)

近所の病院などで自主的に
人間ドックを受診

26.7

27.8

25.0

24.6

25.2

14.1

15.2

13.8

13.6

目今 回 調 査  (N=1,422人 ,M.T.=127.3%)
□平成19年9月 調査 (N=1,253人 ,M.T.=126.5"

他

０
．

０か

-13-



(各がん検診項 目で、「 2

者 (1,729人 )に )
イ 最近、未 受診の理由

たまたま受けていない

心配な時 はいつでも医療機関を受診できるから

健康状態 に自信があり、必要性を感 じないから

面倒だか ら

時間がなかつたから

た またま受 け て い な い

心配な時はいつでも医療機

関を受診できるから

健康状態に自信があり,必
要性を感じないから

面 倒 だ か ら

時 間 が な か つ た か ら

毎年受ける必要性を感 じな
υヽから

費用がかかり経済的にも負

担になるから   .

まだそういう年齢ではない

検査に伴う苦痛などに不安
があるから

検診を知 らなかつたから

結果が不安なため,受けた
くないから

場 所 が 遠 い か ら

7.6

7.7

年以上前に受診」及び「今まで受けたことはない」にtlつでも答えた

(複数回答,上位 5項目)
平成 19年 9月  平成 21年 9月

↓

↓

↓

↓

↓

∩

リ
Ｊ
答
診

と

受

Ｊ

に

い

前

な
上

は

以
と
年

こ
答

２
た

回

ｒ

け
数

を
受
複

診

で

，

検

ま

に

ん
今
者

が
ｒ

た

′
―
ト
ｌ
ｔ

28.8%
16.9%
17.3%
15.4%
15.9%

28.1%
18.6%

17.6%

16.5%

16.5%

30

28.1

28.8

18.6

16.9

17.6

17.3

16.5

15.4

16.5

15.9

■今 回 調 査 (卜 1,729人 ,M.T.=159.8%)
□平成19年9月 調査 (卜 1,584人 ,M.T.=152.5%)他

なに

そ

特

■14-



3 がんに関する情報について

(1)セカン ド・オピニオンの認知度

・知つている (小計)
・よく知つている
。言葉だけは知っている
。知らない

(該当者数)

今 回 調 査 (1,935人 )

(平成 19午9月 調査)(1,767人 )

平成 19年 9月

53_3%
29.5%
23.8%
46.2%

平成 21年 9月

57.2%(増 )
29.7%
_27.5%(増 )
42.1%(減 )

→

知っている (小計 )
57.2 わからない なら

―
―
―

―
―

知

〔  性

男

女

〔 年  齢

20～ 29

～  3  9

～ 4 9

50～ 59

60～ 69

70歳 以

〕

性 ( 869人 )

性 (1ゝ 066人 )

〕

歳 ( 147人 )

歳 ( 299人 )

歳 ( 307人 )

歳 ( 369人 )

歳 ( 451人 )

上
・
( 362人 )

０

　

　

　

０

３

　

　

　

４

40

ご15-               ‐

よく知っている 言葉だけは
知づている

loo O)



(2)セカンド・オピニオンに対する意向

。必要と思 う (小計)
。必要と思 う
。どちらかといえば、必要と思う
。必要と思わない (小計)

・どちらかといえば、必要ではない

。必要ではない

必要と思 う

(該当者数 )

(1,935人 )

必要 と思 う (小計 )
89.6

平成 21年 9月

89.6%
64.3%
25.3%
5.8%
3.2%

。 2.7%

必要 と思わない (小計 )
5.8

どち らか と 必要
い え ば , 必  で は

要ではない ない

必要 と思わない (′ Jヽ計 )
5.6

どちらか 必要では
といえ  ない
ば,必要
ではない

2.0

0.7

2.03.3

1.3

′3.311.0

2.2

3_5

わか ら
ない

どちらかといえ
ば,必要 と思 う

総

必要 と思 う (/1ヽ計 ) .
81.5

必要と思う どちらかといえ
ば,必要と思 う

どちらとも わから
いえない  ない

(参考 )

(平成 19年 9月 調査)(1,767人 )

〔

男

女

〔

2

3

4

5

6

7

性   〕

性

性

奪三  歯卜  〕

o～ 20歳

o～ 39歳

o～ 49歳

o～ 59歳

o～ 69歳

0歳 以 上

(  869ノて)

(1,066A)

(  147ノ t)

( 299人 )

(  307ノ k)

( 369人 )

(  451ノて)

(  362ノに)

-16-
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(3)緩和ケアについてのイメージ

・終末期の患者だけを対象とすると思つていた
。よく知らないが、聞いたことはある
。病院、緩和ケア病棟などの限られた場所でしか

行われないと思つていた
。痛みなどの身体症状のみを対象とすると思っていた

。知らなかった

終末期の患者だけを対象と

すると思つていた

よく知らないが,聞いたこ
とはある

病院,緩和ケア病棟などの限
られた場所でしか行われない
と思つていた

痛みなどの身体症状のみを

対象とすると思つていた

1緩和ケア」め意味を十分
知っていた

治療と並行でなく,単独で行わ
れるもの(他の治療と合わせて受
けられないもの)と思つていた

知 ら な か つ た

(複数回答,上位4項目)
平成 19年 9月  平成 21年 9月
25.1%  →
25.8%  →

19.7%
13.2%

27.8%

28.9%(増 )
23.6%

23.0%(増 )
19.6%(増 )

2p.7%(減 )

(複数回答)

30  9)

↓
　
　
↓

他そ

なかわ
目今 回 調 査 (卜 1,935人 ,M:T.
□平成19年 9月 調査 (卜1,767人 ,M.T.

27.8

=137.7%)

=126.7%)

-17-



(4)相談支援センターの認知 r利用度

。知つている (小計 )
・利用したことがある

・利用 したことはないが、
・利用したことはないが、

・知らない

よく知っている

言葉だけは知つている

知 つてい る (4ヽ計 )
29.9

平成 21年 9月

29.9%
2.1%
5.2%
22.6%
69.4%

わからない 知 らない

〈該当者数)

〈1,935ノに)

(参考 )

(平成 19年 9月 調査)(1,767人 )

総

わか らない   知 らない

〔

男

女

〔

2

3

4

5

6

7

性   〕

セL  (  869ノ k)

1生  (1,066人 )

年  齢  〕

0～ 29歳 (147人 )

0～ 39歳 (299人 )

0 ～ 4 9 歳  ( 307人 )

0～ 59歳 (369人 )

0～ 69歳 (451人 )

0 歳  以  」■ ( 362人 )

利用 したこ 利用 したこと 利用 したことは
と力
'あ
る  はないが, よ ないが,言葉だ
く知つている けは知つている

利用 したこ 利用 したこと
とがある  はないが ,

知ってい る

4

1.01.0 0.■

7 0.7

3_0 0.5｀、

…18-

loo (%)



がん診療について

)がん診療の地域連携
'            平成 21年 9月

。一か所の病院で継続 (小計)                     40.7%
。一か所の病院で継続して治療を受けたい               27_0%
。どちらかといえば、一か所の病院で継続 して治療を受けたい      13.7%
・症状に応 じた医療機関等に移る (小計)                56.9%
。どちらかといえば、症状に応 じた医療機関等に移つて治療を受けたい  32.7%
。症状に応 じた医療機関等に移つて治療を受けたい           24_2%

一か所の病院で継続 (小計)
40.7

一か所の病院  どちらかといえ
で継続して治  ば,一か所の病
療を受けたい 院で継続して治

症状に応じた医療機関等に移る
(/jヽ言十) 56.9わから

ない

どちらかといえ
ば,症状に応じ
た医療機関等に
移つて治療を受
けたい

症状に応じた
医療機関等に
移らて治療を
受けたい

総

(該当者数)

数 (1,935人 )

〕

性 ( 869人 )

性 (1,066人 )

齢  〕

療を受けたい

15.6 32.7 :27.2:

20    30

男

女

〔 年

20～ 29歳 (

30～ 39歳 (

40～ 49歳 (

50～ 59歳

60～ 69歳

70歳 以 上 (

147人 )

299人 )

307人 )

369人 )

451人 )

362人 )

-19-
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5 がん登録について

(1)がん登録の認知度

・知っている (小計)
。よく知つている
。言葉だけは知つている

・知らない

(該当者数)

今 回 調 査 (1,93う人)

(平成19年 9月 調査)(1,767人 )

〔  性   〕

男       性 ( 869人 )

女       性 (1,066人 )

〔 年  齢  〕

20～ 29歳 (147人 )

3 0 ～  3 9 歳  ( 299人 )

40～ 49歳 (307人 )

5 0 ～ 5 9 歳  ( 369人 )

6  0 ～  6  9 歳   (  451人 )

70歳 以 上 (362人 )

平成 19年 9月

13.4%
2.8%
10.5%
85.6%

平成 21年 9月
→  13.6%
→   4.0%(増 )
→  9.7%
→  85.6%

知つている (小計 )
13.6 わからない  知らない

11.2 84.2

86.8

80.3

よく知つて 言葉だけは
知っている

-20-
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(2)がん登録の必要性

。必要と思 う (小計)、
・必要と思う
。どちらかといえば、必要と思う 。
・必要と思わない (小計)
。どちらかといえば、必要ではない
。必要ではない

(該当者数)

数 (1,935人 )総

必要と思う (小計)
54.´ 6 どちらとも わから

いえない  ない

平成 21年 9月

74.1%
34.2%
39.9%
18.6%
10.3%

8.3%

必要 と思わない (小計 )
18.6

必要 と思わない (小計 )
13.5

(参考 )

(平成19年 9月 調査)(1,767人 )

〔 ヽ 卜  〕

男            セL  (  869人 )

女      性 (1,066人)

〔 年  齢  〕

20～ 29歳 (147人 )

30～ 39歳 (299人 )

40～ 49歳 (3o7人 )

50～ 59歳 (369人 )

60～ 69歳 (451人 )

7  0 歳  以 」二 ( 362A)

どちらかといえば,
必要と思う

どちらかとい 必要では
えば,必要で ない

必要と思う どちらかとい どちらかと 必要では
いえば,必 ない

-21-
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６

　

　

＜

がん対策に関する政府への要望について

1)政府に対する要望 (複数回答,上位 2項目)
平成 19年 9月  平成 21年 9月
.   61.3%  →  67.0%(増 )がんの早期発見 (がん検診 )

がん医療 に関わる医療機関の整備 (拠点病院の充実など)4911%  →  54.4%(増 )

(複数回答)

70 α)

がんの早期発見 (がん検診)

がん医療に関わ る医療機関の

整備 (拠点病院の充実など)

がんに関する専門的医療従事

者の育成

がんに関する相談やその支援

が ん に関す る 情報 の提 供

が ん に 関 す る 研 究

がんの予防 (た ばこ対策など
の生活習慣病対策も含む)

化学療法 (抗 がん剤治療 )

放  射  線  療  法

そ の 他 の が ん の 治 療 法
‐

が   ん   登   録

49.1

48 5

45.4

45.5

法療

本́

術

緩

手

29.8

34.6

36.4

33.7

32.1

31.2

30.3

そ

特

わ

他

い

い

2.7

3.1

2.8

3.8

21.6

19.0

21.3

16.6

21.2

■今 回 調 査 (卜 1,935人 ,M.T.
口平成19年9月調査 (卜1,767人,M.T.

な

な

0.9

1.5か

に
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3/23 公表
平成 20年度地域保健・

事業報告の概況 (抜粋)

資料2-2

健康増進
8 がん検診 (健康増進法第 10条の2関係 )
(1)がん検診の受診状況
平成 20年度に市区町村が実施したがん検診の受診率は、「胃がん」10_2%、 「肺がん」17.8%、 「大

腸がん」16.1%、 「子官がん」19.4%、 呼Lがん」14.7%と なっている (表 8、 図 3)。  ´

注:1)受診率=曖診者数/対象者拗 ×100

平成18年度「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」の改正に伴い、平成17年度からr子官がん」及び「乳がん」の受診事の

算出方法を変更しに 受診率=(前年度の受診者数+当該年度の受診者数…2年連続の受診者数)/(当 該年度の対象者数)X100

"平
成17年度以降の受診率は、計数不明を除く。

3)「受診者数」については、「Ⅲ用語の解説」参照。                             ,
41平成18年度以降の「乳がん受診者数〕については、視触診方式及びマンモグラフィの併用者を計上

図3 がん検診受診率の年次推移
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受  20

診  18

16
率

14
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10

0
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平成。年度

注 :受診率については表8の注を参照。

表8 がん検診受診者数及び受診率の年次推移

平成16年度

(20041

17年度

('05)

18年度
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('07)
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伏
　
磁
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4227730
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11.8
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乳がん

人

　

％
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(2)がん検診受診率の分布状況

平成 20年度の市区町村のがん検診受診率の分布をみると、がん検診受診率の高い「50%以上」の

市区町村数は「肺がん」が 254(14.1%)と 最も多く、「胃がん」が 66(3.7%)と 最も少なくなって

いる。がん検診受診率の低い「0～ lo%未満」の市区町村数は「胃がん」が 628(34.9%)と 最も多く、

「子官がん」力` 179(9。 9%)と最も少なくなっている。 (表 9、 図4)

表 9 市区町村におけるがん検診受診率の分布状況

図 4 市区町村におけるがん検診受診率の分布状況

平成 20(2008)年 度

目 0～ 10%未満 □ 10～20%未満 園 20～30%未満 □ 30～4096X満 図40～ 50%未満 目 50%以上

胃がん

月市がん

大腸がん

子官がん

乳がん

平成 20(2008)年度

全国
市区町村数

がん検診受診率

0～ 10%未満 10～20%未満 20～30%未満 30～40%未満 40～ 50%未満 50%以上
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注:「0～ lo%未満」は、計数不明袷 む。
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資料2■ 3

市区町村におけるがん検診の費用に関する調査結果

平成20年度実績額 平成21年度予算額

全てのカ

悧 |

全ての光

悧  |

ん検診

その他の費用 (千円 )

(自 己負担額等 )

うち冒、子宮

総費用
(千円 )

乳、肺、大腸

その他の費用 (千円)

(自 己負担額等 )

うち胃、子宮

総費用
(千円)

乳、肺、大腸

その他の費用 (千円)

(自 己負担額等 )

北海道 3,457.885 637504 3387995 609015 3918.182 715.179 3.846561 694.139

青森県 1590.355 198,995 1.483.188 177.628 1,798.350 211.600 1,686.864 197,790

岩手県 1,646,706 250216 1512.146 218.596 1_731937 276_239 1595592 239852
宮城県 3.425326 608,907 3.287.137 568,315 3.471,265 600.724 3,320.486 558,671

秋田 県 907.165 194.161 811350 167811 1_033903 214111 914627 189671

山形県 1.552.416 466.581 1.427.111 402.183 1.810,499 523,902 1,652.557 453,953

ヨ島県 2.691,871 287,010 2_579160 278.341 3077691 323979 2935.775 312.698

茨城県 1948110 345.205 1.618,901 289,228 2.220.078 378.384 1,856.037 312.121

万木県 1,958.125 240_999 1_490.966 196.224 2_126.434 262_651 1.711184 220970
詳馬県 2.172.610 218.227 1.862,456 189,505 2.285,587 234,835 2,043.170 210,959

埼玉県 6.631,318 481411 6130.595 441.656 7444315 549038 6.888995 501.684

千葉県 6.893.067 557.728 6.058,646 474,545 7.620,919 645,458 6,693,737 550,317

東京都 10,597.629 443965 9973365 408.120 12777093 490226 11.962394 439.846

神奈川県 7.416.493 1,064.480 6,998,249 1,028,752 7,718,994 987,995 7,358,802 947.606

新潟県 2653180 257.456 2.134.732 238.846 2670.058 266.556 2.206633 244.573

富山県 1.319.364 166,131 1.151,198 146389 1_258_403 155_088 1,095,265 144333

石川県 1,115,768 123.056 969.627 101.567 1.114.577 130.901 977.258 108,436

福井県 396.373 64,847 363_179 59.251 391891 60881 370,652 57_040

山梨県 1165.912 169552 714.469 115,259 1.303.993 173.092 760.490 120,695

長野県 1.442.877 317.506 1_230.075 262.633 1_724802 393_060 1481216 325.738

岐阜県 1301.540 198.640 1,219,800 184.430 1.468,891 220.860 1,380.625 203,180

静岡県 3,873.192 473_706 3329.723 398312 4256554 508_687 3683_045 430.113

愛知県 6.480.586 852.489 6,106,802 791545 7,364,597 1,023,554 6,808,088 938_810

二重県 1.504_892 282902 1.221.473 207.370 2.103.725 261.436 1.576341 213.824

滋賀県 529.129 94,128 51‐8.054 92.684 636155 100224 622,545 97.086

京都府 1.089542 53.418 1.050,891 52.468 1.222.082 61.151 1.185.013 60.163

大阪府 5,207.830 301404 5004311 281.460 5_957_978 324_011 5725578 300937
兵庫県 2.596623 396.304 21465,000 361.256 2.862,391 436.864 2,766.317 409.577

奈良県 81li338 150_599 799.446 148.467 988.889 169055 973.472 166567
和歌山県 820.682 85,266 778_360 79976 978.480 98981 922,883 93_458

鳥取県 886057 138.131 727.911 115.945 955.269 154.776 903.420 140841

島根県 406.977 68,036 374,118 60_283 441891 70_258 402,290 63289

岡山県 2059_336 309824 1.951.189 284.923 2.193.451 328.820 2.076392 302513
広島県 1,532.315 209,646 1_468.932 202.727 1834006 235_726 1,756.236 227_354

山口県 954819 163892 910,905 133,815 1,141,138 194.784 1.085.744 158.125

徳島県 432,250 64947 402.225 61.039 587805 82_432 550,843 74063
香′‖県 870117 171.932 743,296 148,404 999,802 202,725 848.239 176.880

愛媛県 797,837 160757 555.741 88.683 967163 195673 646.208 102_586

曹知県 360.779 39.733 352,455 38,877 444,197 45,707 434.757 44.616

福岡県 2,359,508 382_691 2230.258 353.372 2669.583 414142 2.486_578 375257
佐智県 478.670 61.118 452,635 57,61 599,765 65,158 563.516 61,262

長崎県 1_206_452 122_521 930.024 96.891 1.348.492 137.578 1.039378 109292
撻本県 1.498.362 347.776 1,156.607 261_408 1.590,769 379,479 1.235,897 286.574

人分県 811,678 145_093 751.422 129.835 984.776 170318 907_086 162.135

宮崎県 750.667 132.926 621,671 108_051 826,887 144,964 681.749 104.290

鹿児島県 1362_288 236_948 1248.666 199.617 1.450.886 237835 1357498 192.231

:中 組 県 694.037 146.093 678.496 143323 728.224 150_469 702,156 145,929

合計 102,660,051 12,884,857 93,234,955 11.456.634 115102816 14,0091565 104,680,188 12,472,043
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市 町 村 におけるがん検診 の費 用 に関す る調 査結果 につ いて

市区町村が実施主体となっているがん検診事業を対象に、がん検診費用に関する

平成 20年度決算額及び平成 21年度当初予算額を平成 21年 10月 に調査。

【調査結果】

1.総額

(1)全てのがん検診

平成 20年度決算額 :1, 026億 円
平成 21年度予算額 :1, 151億 円 (125億 円の増額)
(2)う ち 5大がん (胃、子宮、乳、肺、大腸)

平成 20年度決算額 :  932億 円
平成 21年度予算額 :1, 047億 円 (115億 円の増額)
※ 平成 21年度予算額は当初予算額であり、補正予算額による増額は考
慮 されていない。

2.増額 (上位 3位)                         |

(1)全てのがん検診 :東京都、愛知県、埼玉県

(2)う ち 5大がん :東京都、埼玉県、大阪府
※ 各都道府県単位での比較

3.減額 (上位 3位 )

(1)全てのがん検診 :石川県、福井県、富山県

(2)う ち 5大がん  :石り|1県、福井県、富山県
※ 各都道府県単位での比較

市区町村でのがん検診費用は、平成 20年度 と比較 して増額 されているが、地方
交付税措置の増額 (H20:約 650億 円、H21:約 1300億 円)と 比較 して
も、さらに積極的な活用が必要であることから、各都道府県衛生主管部 (局)長に

対 し、平成 22年 2月 2日 健総発 0202第 1号厚生労働省健康局総務課長通知「市
町村がん検診事業の充実強化について」を通知 し、地方交付税の積極的な活用をお

願いしたところ。
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健総発 0202第 1号
平成 22年 2月 2日

各都道府県衛生主管部 (局)長 殿

厚生労働省健康局総務課長

市町村がん検診事業の充実強化について

がん検診につぃては、がん対策推進基本計画 (平成 19年 6月 閣議決定。以下
「基本計画」 とい う。)において、 5年以内に受診率を50%以 上とすること、す
べての市町村において、精度管理・事業評価が実施され、科学的根拠に基づき実
施 されることが目標 とされているところである。

政府においては、がん検診受診率 50%以 上の目標を達成するため、昨年 7月
に 「がん検診 50%推 進本部会議」 を開催 し、国、地方自治体、企業及び関係団
体等が連携・協力 して受診勧奨事業を実施 していくことを決意したところである
が、この目標 を達成するためには、市町村がん検診事業の規模拡大が必要不可欠
な条件であることから、平成 22年度においても、拡充された平成 21年度 とほ
ぼ同額の交付税措置が講 じられることとなってお り、貴職におかれては、都道府
県がん対策推進計画に掲げるがん検診受診率の日標の達成に向け、当該財源の積
極的な活用等による市町村がん検診事業の規模拡大について、管内市町村に対す
る指導方よろ しくお願いする。

また、従来の市町村がん検診事業に加えて、平成 21年度 より実施 した 「女性
特有のがん検診推進事業」については、これまで受診機会のなからた方の今後の
定期的な受診 を促すなど受診勧奨方策の一環 として極めて重要と認識 してお り、|

平成 22年度においても事業の負担割合を見直し継続 して実施することとしたと
ころであ り、子宮頸がん及び平Lがん検診の検診費用等に係る地方負担については、
交付税措置が講 じられることとなっているので、貴職におかれては、地域住民の
健康保持のため管内市町村が平成 22年度においても当該事業を引き続き実施で
きるよう特段の配慮をお願いする。
一方、全ての市町村における科学的根処に基づくがん検診の実施については、「が
ん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針にづいて」 (平成 20年 3月 3
1日 付け健発第 03311058号 健康局長通知。以下「指針」という。)に基づ
き実施されているところであるが、貴職におかれては、生活習慣病検診管理指導
協議会において専門的な見地から検討を行い、指針に基づく精度管理・事業評価、
種類・方法等によるがん検診を実施していない市町村や受診制限を設けている市
町村に対し、指導・助言方よろしくお願いする。
なお、本通知は、地方自治法 (昭和 22年法律第67号)第 245条の4第 1
項の規定に基づく技術的助言であることを申し添える。
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資料3-1

がん検診 50パーセン ト推進本部設置規程

(設置)

第 1条 がん検診の受診率向上については、がん検診が市区町村のほか、職域、保険

者、妊婦検診などにおいて実施されていることなどにかんがみ、部局横断的な連携

が求められることから、がん検診の受診率向上を総合的に推進するため、厚生労働

省に、がん検診 50パーセント推進本部 (以下「本部」という。)を設置する。

(組織 )

第 2条 本部は、本部長、本部長代理、副本部長及び本部員をもつて構成する。
2 本部長は、厚生労働大臣をもつて充てる。
3 本部長代理は、厚生労働副大臣のうち本部長の指名する者をもって充てる。
4 副本部長は、健康局長をもつて充てる。
5 本部員は、別紙 1の職にある者をもつて充てる。ただし、本部長が必要と認める
ときは、本音5員を追加することができる。

6 本部長は、必要に応 じ、本部に構成員以外の者の参加を求めることができる。

(事務局 )

第 3条 本部に事務局を置く。
2 事務局に、事務局長及び副事務局長を置く。
3 事務局長は、大臣官房審議官 (がん対策担当)を もつて充てる。
4 副事務局長は、健康局総務課がん対策推進室長をもつて充てる。
5 事務局の庶務は、健康局総務課がん対策推進室において処理する。

(ネ南員1)

第 4条  この規程に定めるもののほか、本部の運営に関し、必要な事項は、本部長が

別に定める。

附 則

この規程は、平成 21年 7月 9日 から施行する。
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資料3-2

平成21年度がん検診50%推進全国大会の概要について

2009年 10月 10日

サンシャインシテイ噴水広場 (東京都豊島区)

平成21年度がん検診50%推進全国大会において挨拶する長妻厚生労働大臣

厚生労働省では、10月 1日 (木 )から31日 (土 )までの一ヶ月間を「がん検診受診

率50%達成に向けた集中キャンペーン月間」と定め、国民の皆様のがん検診に対す

る意識の高揚を図るとともに、10月 10日 (土 )には、東京都豊島区において「平成2

1年度がん検診50%推進全国大会」を開催し、がん検診の重要性をアピールしまし

た。

大会のはじめに、長妻厚生労働大臣より主催者挨拶がありました。その中で長妻

大臣は「政府としては、がんの早期発見に優先して取り組み、これを国家プロジェクト

として、あと2年半のうちにがん検診受診率50%以上を何としても達成をしたい」と決

意表明しました。

,する凛餞へ0
麟りもの
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本大会に先立ち、厚生労働省では、がん検診受診率50%達成に向けた取組の趣

旨を国民の皆様に分かり易く伝えることを目的として、がん検診50%推進ポスター、

キャッチフレーズ、イメージキヤラクター及びロゴマークを募集しました。

これらの応募作品のうち、厳正なる審査により選考された最優秀作品に対して、長

妻厚生労働大臣より表彰状が授与されました。

表彰状を授与する長妻厚生労働大臣

-2-
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受賞者記念撮影

続いて、東京大学医学部附属病院放射線科准教授 中川恵一先生を講師、タレン

トの山田邦子さんをはじめとするスター混声合唱団の方々や学生代表の皆さんをゲ

ストに迎え、公開シンポジウムが行われました。シンポジウムでは、がんに関するクイ

ズやゲストからの質疑応答を交えて活発なやり取りが行われ、来場者はがん検診の

重要性に対する理解を深めました。

-3-



シンポジウムの様子

また、会場内ブースでは、スター混声合唱団/学生コミュニティー「結」・がん新薬を

普及する会/(財 )日本対がん協会/(社 )日本医師会,(社)東京都医師会・(社)豊島区

医師会/がん検診受診促進企業連携実施本部/豊島区の 6つの出展があり、がん

検診受診率向上のための様々な啓発活動が行われました。(健康局がん対策推進

室)

-4-
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がん検診受診率50%達成に向けたキャラクター、キャッチフレーズ及びロゴマーク

(キヤラクター) (キャッチフレーズ) (ロゴマーク)
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る
家
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1

平成21年度がん検診50%推進ポスターコンクールにおける最優秀作品について

中学生の部

最優秀賞

北海道中学校2年生

石山 成美

″

】

上
Ｊ

／る

ｄ

】

目を111

鮮

愛媛県高校2年生

岸  美帆



資料3-3

の
検診企業刀 シヨン

2010年 3月 31日

国民の

2人に1人力響がん″になり、

3人に1人が“がん"で亡くなつています。
がん検診企業アクションは、

企業の大切な「人材」をがんによつて失うリスクを軽減するために

従業員と家族の「がん検診受診」を推進していく国家プロジェクトです。

善
０
５鍮

ュ
”鷹
一鐸÷

象
ρ

-1-
■



がん対策推進基本計画t=歳46年萌由饉共走) ⑫ ll■″||

1鵬
詣辞 職 育成

21治療の初期段階からの緩和ケアの実施

0 がん登録の推進

● がんによる死亡者の減少
(75歳未満の年齢躙整死亡率の20%減少)

●全てのがん患者及びその家族の苦痛の軽減
並びに療養生活の質の向上

①放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成
②軽和ケア ③在宅医療 ④診療ガイドラインの作成 ⑤その他

●すべての拠点病院において、放射線療法及び外来化学療法を実施【5年以内】
●すべてのがん診療に携わる医師が研修等により、緩和ケアについての
基本的な知識を習得【10年以内(運用上5年以内)】

●すべての2次医療日において

概ね1箇所程度拠点病院を

設置【3年以内】
●5大がんに関する地域連携クリ
ティカルパスを整備【5年以内】

●すべての2次医療圏において、

相談支援センターを概ね1箇

所以上整備【3年以内】

●力くん対策に資する研究を
よリー層推進

●院内がん登録を実施している

医療機関を増加

●未成年者の喫煙率を
0%とする【3年以内】

一一
【

がん検診企業アクションの役割

電馴冨簿箸奮黒:績修逸進撃桑費補助金
・がん検診受診促進企業連携委託費|

職域におけるがん検診受診率向上を企業連携で推進していくことで、
″
がん
″
と前向きに取り組む社会気運を醸成。

企業が率先して「がん検診受診」の大切さを呼びかけることにより、受診率50%以上をめざします。

根拠法 :健康増進法

検診対象 :住民(3,600万人)※ H19'40歳 以上
検診内容 :胃がん、子宮がん、肺がん、乳がん、大腸がん

1300億円

|′

~~~‐ ・‐ ~'― ― 一 ^,・一
‐

1

-一 ――一………一―一一-1_壁望型宣.…1-
【職崚検静向け経費】「がん検診‐雰

診卒向上↑率1警準準デ事

【がん検

"精

度管理】`マンモグうラィ検診従事者研修
:峯
 ‐

:・

・            
・・

:

根拠法:(1)介護保険法、高齢者医療確保法、(2)労働安全衛生法
検診対象:(1)加入者、(2)従業者 (3,300万人)※ H17'40歳以上
検診内容:(1)義務付けなし(2)肺がん(その他はオプション検査)

-2-



がん検診50%推進に向けた組織体制

がん検診50%推進本部

厚生労働大臣

厚生労働副大臣

厚生労働大臣政務官

健康局長

医政局長

労働基準局長

―
本 部 長
本部長代理

副 本 部長

本 部 員

が
ん
に
関
す
る
普
及
書
発
懸
腋
会

波及効果の多い企菓の選定方

企業の特性に応じた協力方法の

提案等に対する助言

‐‐― ‐ヽ ‐～――― '― ‐ ――‐」

宵 て藤朧撫盟学fllⅢⅢ
(財 )日本対がん協会 (ビンクリポン等)        |       |

dl=コ D●
力{ん (検診 )に関する正しい知識の普及 相いの実Ⅲ   I

がん診燎連携拠点病院 (平成21学 月現在 375病院 )

興 :儡 』喜貢警翼鯰 奨

"● がん検診受診率向上に係る施策の全体進行管理及び全体調整等● 集中キャンベーン及び記念大会の実施

―●事務局の設置(既存の都道府県がん対策推進協議会などを活用も可)

―
●力くん検診受診卒向上に係る施策の全体進行管理及び全体調整等

●集中キャンペーン及び記念大会の実施

軒
齢
螺

アドバイザリーボードメンバー

医療関係者・有職者によるアドバイザリーボードは、

実施本部が効果的口効率的に事業を推進するうえで有用な助言・提言等を行う組織。

笏 靴 滋驚

株式会社 電通

一般企業からがん検診受診促進
事業に協力をしてもらえる企業を
選定し、その企業に応じた事業ヘ

の協力方法を提案し、サポ

「

卜会
員として参加

推進パートナー企業が企業特性
に応した独自の受診勧奨事案及
び自社における受診率向上策を
展開(地方公共団体との連携)

⑪ l診 1暴ア́ショう

東京大学医学部附属病院准教授/緩和ケア診療部長、厚生労働省がんに関する普及啓発懇談会座長

社団法人 日本医師会 常任理事 健康保険組合連合会 理事

財団法人 日本対がん協会 理事・事務局長 ジョンソンロエンド・ジョンソン株式会社
エチコンエンドサージェリージヤ=ヽプレストケアディレクター

株式会社キャンサースキャン 代表取締役 社団法人 日本放射織技師会 常務理事

がん対策政策研究者
アフラック(アメリカンファミリー生命保険会社)

広報部長

富士フイルムメディカル株式会社

がん検鯵プロジェクト担当
NPO法人ブレイプサークル運営委員会 理事

-3-



推進ノーゞ■トナ■登録企業1団体

平成22年3月 31日現在 50音順/順不同

● 株式会llACCESS

● 株式会社朝日新聞社

● 株式会社アコーディア・ゴルフ

● アストラゼネカ株式会社

● アフラック(アメリカンファミリー生命保険会社)

● 株式会社イーウェ

'レ● 株式会社イトーヨーカ堂

● 栄研化学株式会社

● エイボン・プロダクッ株式会社

● 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ

● 大塚製薬株式会社

● オリックスグループ健康保険組合

● オリンパスメディカルシステムズ株式会社

● 株式会社カイゲン

● カルビー株式会社

● 株式会社京都銀行

● 公明党

推進パートナー企業・団体

● 株式会社電通

● 東京海上日動あんじん生命保険株式会社

● 東京海上日動火災保険株式会社

● 株式会社東京スポーツ新聞社

● 東京都報道事業健康保険組合

● 株式会社東京放送ホールディングス

● トステム健康保険組合

● 株式会社栃木サッカークラブ

● 日本新薬健康保険組合

● 日本テレビ放送網株式会社

● 日本ベクトン・ディッキンソン株式会社

● 社団法人日本放射線技師会

● ノバルテイスフアーマ株式会社

● 株式会社ハイメディック

● 日立ソフトウェアエンジエアリング株式会社

● 株式会社サニーサイドアップ

● 株式会社サンケイリビング新聞社

● 株式会社三笑堂

● 静新SBSグループ

● 」ALリゾートシーホークホテル福岡

● ジョンソン・エンド・ジョンソングループ健康保険組合

● 株式会社スポーツニッポン新聞社

● セコム損害保険株式会社

● 株式会社千趣会

● 綜合警備保障株式会社

● 第一生命保険相互会社

● 株式会社大和証券グループ本社

● 大鵬薬品工業株式会社

● 中外製薬株式会社

● 株式会社ツムラ

● テルモ株式会社

● 株式会社テレビ朝日

一
ヽ

(I“[〕1検
診企業アクション

推進パートナ下企業・団体登録数 :65社  総従業員数 :約36万人

● ファイザー株式会社

● フコクしんらい生命保険株式会社

● 株式会社フジテレビジョン

● 富士フイルム株式会社

● 富士フイルムメディカル株式会社

● ブリストル・マイヤーズ株式会社

● 株式会社毎日新聞社

● 株式会社メディネット

● 株式会社読売新聞東京本社

● リコーリース株式会社

● リゾートトラスト株式会社

● 株式会社リビングくらしHOW研究所

● 株式会社リピングプロシード

● 株式会社ローソン

● 株式会社ワコールホールディングス

屹-4-



がん絆硲全彙アクシヨンの活動概要

●啓発ツールの作成

●マスコミヘの情報提供によるパブリシティ効果の向上

●推進パートナー企業連携による情報の共有

がん検診企業アクシヨン 2009年度実績

2009奪7月   8月     9月     10月    11月 12月   2010年 1月  2月

一
ン

一場一　　明

一業一企

817(月 )

: : : :
:916(水)|
TTィ ´ず
ll醸ll

1 119(火)|

TTW・
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推進パ■トナ■取り組み事例の紹介|

【オフィシヤル・サイト】 http:〃gankenshin50.9ojp

棒1含1甲 ||ャ
"社

鷲  だ禽楊譲命唐野ι瀑諄磐躍錫ギ
ヤルサイト内『パ……トナー企業・団体の取り組み』にて

(3(D卜
機re,″
"ン

●え■●,●ア
',●
ン
`●
 ●■●●につヽ Rヽ  ″ヽ ■つ1ヽ て  

―

 ■・ レ“
‐
,

パートナー鰈  口●●取り|‐            ._

推進パートナーヘ提供する啓発ツール

【ポスター】B3サイズ 【チラシ】A4サイズ

=0●
● OCe● 00oo● oe

:                  :
S● 0● 0● 00● ● 0● ● 0● Oc

Ⅲl■11:#iギ filll■■
=り
■=1 8

⑩
検診企業″ ション

`'1'1

=
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推進パートナ■へ提供する啓発ツール      |

【がん検診のススメ】

企業規模に応じて―定部数無料配布(文庫サイズ/56 page)

発行 :がん検診企業アクション事務局

監修 :中川恵―

東京大学医学部附属病院放射線科准教授/
厚生労働省「がんに関する普及啓発懇談会」座長

制作 :株式会社朝日出版社

⑪ 嬌19彙″わ■ン

⑪
検診企業フ|シ

ョン

一義

推進パートナーの自主的な啓発活動(新聞)

アフラック(アメリカンファミリー生命保険会社)様
2∞0年 11月 11日〈水)毎日新聞

1,1≧藁脇ョン
力%検鰺に行きましょう!

■

‥
．
．
．
‥

・・
‥

‐――
―
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凸
＝
＝
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―
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||||||
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―
‐
‐
‐
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」
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す
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０
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０
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０
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０
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推進′‐ヾ■トナ■企業の自主的な啓発活動(新聞)

がん治療

再発、転移を防ぐために。

迪行がんに負けないために。

MEDI■ NET

0ひ■■■|

株式会社メディネット様
2016年 1116L(百)朝日軒蘭|

碗禦脇ヨン
がん検鰺:こ行きましょう!

推進パートナー企業の自主的な啓発活動(小冊子) (コ妊D卜検診企業フクション

第一生命保険相互会社様

000
000

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

00
00
00

00
00

rlヽ冊
「
Fに

自社のロゴを入れて配布

000000000o00000000
０

０

０

０

０

2011年
`に

までに ttlltt・ lが An:|● 11,卜 を

50%に 3は 上げらた0(皮●1「,25`も )

円察ノロジェクトとして「がAl● 11●■アタションJ

t暉生労働省の●お[事■)が t lt tま した.

地ЦU:民 のIQお 率アップと並んで 企業にも

がん検お事のrl■ にlrtう網|ぇでぃただ0た いと

=え
たからです.「がんを知lう がんとりl rlい

が人に

'け
ない

'「

会,を めざして、この冊子が

すべての[口民の青さまの手に11く ことを目つてい1す
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時 =:ド■卜十■企業の自主的な青発活動(|ブ,シ)

重:ホ真二踏「干す|‐督

鰯

蜃

(コ質∋
～
||1暴″|||

‖

あなたと家族を『がん」から守る
～「がんJの予籠・兒兒から油薇まで～

0)日網■茂●壼 員/■●●l競ンタ名 製 ● 垣添忠生

f,お!JCi享1範鬱事防めお″勇三

:鑑コ服:臓上にまi:J)
島勒靱朧
l留yttIP i整憂墨耐蒙距ヨ墨::撃苺:摯

マスコミヘの情報提供によるパブリシ書効果の向上

2009年 12月 9日 (水 )

東京會舘  V
36ネ± 52名

地方新聞社東京支社長の方々に本事業の説明・意見交換を実施
日  時: 2010年 1月 19日 (火 )
場  所:共同通信社
参加人数:41社42名

時

所

数人加

日
場

参

-9-



推進パTトナ■会議

開催日時 :

開催場所 :

参加者 (予定):

2010年 2月 23日 (火 )13:30-17:00
株式会社 電通本社 36階 M会議室
(東京都港区東新橋1-8-1)
推進パートナー企業 32社

■プログラム

ー部(13:30-14:20)

1)本 日の目的の共有
がん検診企業アクション推進パートナーとしての進むべき方向を探る。
2)各社自己紹介

推進パートナー企業同士の交流。自社・他社の状況、課題の共有。

二部 (14:35-17:00)
1)がん検診企業アクション 現状の報告及び質疑応答
2)グループディスカッション

推進パートナー企業が目指すゴールの設定

懇親会 (17:30-19:00)

推進パートナー会議 アンケート結果
⑪

検診企業フクション

Q.推進パートナー会議に参加しての感想

参加者の82%が「満足」

ログループディスカッションで、他社の

検診の現状を知ることができた。

・推進パートナー企業と交流・情報交換が
できた。

日混沌としていた本事業の
目的・ねらいが見えるようになった。

-10-



推進パートナァ会議 アンケート結果

Q.推進パートナー同士のネットワークを使つて、どのような取り組みをしたいとお考えですか?(複数回答可)

|■ |■01年■な
=|■
1事事蝉神■|‐

―
I

経営者口取引先ロ

グループ企業の巻き込み 16%   ・
4                          

‐

推進パートナーの本事業への参加意識

特定の課題に特化して、

取り組みを進めたい

71%

・………・・:… 3‐観秩把握と体制づくり33%

⑪ llll■|ヨ
‐J

畿

がん検診の大切さを広める

従業員口被扶養者口社外に向けてがん検診の重要性を広める

剛
―
‖
―

自社の現状を知り目標を定める

先ずは自社の検診受診率の算出をしていただき現状を把握する

従業員・被扶養者のがん検診受診に対する
意識を啓発するための情報を学ぶ

推進パニトナー企業として参加することで、
他企業の取り組みを知り、がんの最新情報を学びたい



推進パートナー企業団体の

検診1受診率1検査項|ロアンケ‐卜集1計結果

【参考資料】推進パートナー受診率アンケート集計結果 ⑪ 検診企業″発ン

【がん検診受診率】アンケート回収数=33社の内、受診率算出可能に11社による平均値
※下記の受診率は、対象年齢目算出方法など一定ではないため、参考値としてご覧ください。

62.9% 33.2%

87.2% 39.2%

67.8% 32.1%

40.5% 36.4%

54.6% 39。9%
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】1推進パ■トナ■検静項ロアシケ■卜集計結果

【がん検診検診項目】回収数=33
下記の受診更新項目のデータは、推進パートナー企業様からご回答いただいたデータをまとめたものです(2月 19日現在 33社 )

間診

胃部エックス線検査

胃内視鏡検査 (胃カメラ) 12

ペプシノゲン検査 3

ヘリコパクタービロリ菌抗体検査 3

その他 1

間診 4

胸部エックス線検査

喀痰細胞診 6

胸部CT検査 4

その他 2

間診 3

便潜血検査 19

一日法 5

二日法

全大腸内視鏡検査 1

その他 1

がん検診の検査項目と受診間隔(厚生労働省指針) がん検診企業カ シヨン

【概要】
●がん検診については、健康増進法第19条の2に基づく健康増進事業として市町村が実施。
●厚生労働省においては、「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」(平成20年3月 31日厚生労働省健康局長通知)を定め、
市町村による科学的根拠に基づくがん検鯵を推進。

【内容】

子宮がん検診 :有症状者は、まず医療機関の受診を勧奨。ただし、本人が同意する場合には、子宮頚部の細胞診に引き続き子宮体部
の細胞診を実施。

:平成15年度まで、対象者は30歳以上、受診間隔は年1回。

乳がん検診 :平成15年度まで、対象者は50歳以上、受診間隔は年1回。

コルポスゴープ検査

乳房エックス線検査(マンモグラフィー)

超音波検査 (エコー)

間診及び口部エックス線検査

間診、視診、子宮頚部の細胞診及び内診

間診、胸部エックス線検査及び喀痰細胞診

間診、視診、触診及び乳房エックス線検査(マンモグラフィ)

間診及び便潜血検査

※ 1
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胃X線検査 有効 症,1対 照研究

血清ベプシノゲン法 保留 なし

ヘリコ′`クタ・ピロリ抗体 無効 その他

|口甲|□ 細胞診 有効 症例対照研究・コホート研究

菫■聞目 LI孫百百
二こゥィルス 保留 なし

保留 なし

|1由|口 超音波(経瞳法 ) 保留 なし

日|||1超音波 保留 なし

超音波+腫瘍マーカー 保留 なし

視触診 無効 症例対照研究

視触診+マンモグラフィ 有効 無作為化臨床試験

視触診+超音波 保留 なし

有効 症例対照研究

疇 |

らせんCT+喀痰細胞診 保留 なし

便潜血検査 有効 無作為 4ヒ臨床試験

目目目日国国1超音波 保留 なし

I冨「

肝炎ウィ′t′スキヤリア検査 有効 無作為化臨床試験

前立腺特異抗原(PSA) 保留 なし

直腸診 無効 症例対照研究

がん検診の有効性評価

(出典 :国立がんセンター 科学的根拠に基づくがん検診より)

(1`[〕1攣1讐77シヨン

判定が保留になつている検診方法や、

検討の対象外になつている方法

(胃内視鏡や大腸内視鏡検査など)は、

現在十分な研究が行われていないため、

正確な判断ができていません。

「効果がない」というのとは異なり、

これからの研究成果により「効果あり」と

判断される可能性もあります。

そのため、がん予防・検診センターでは、こうした

検診方法が健康な人を対象としたがん検診として、

有効か否かの研究を進めています。

受診率の算出方法

【胃がん・肺がん口大腸がん】

当該年度の受診者数

受診率 = X■00
当該年度の対象者数

『
子1罫がスだ早L力 ′`も】 ※対象者数は、年1回行うがん検診の場合と同様の考え方で算定してください。

(1,[〕1検
診企業アクション

受診率‐■

I(前年度の受診者数)+(当該年度の受診者数)―
(前年度及び当骸年度における2年連続員診者数)〕

・       :   ■     | ■|■1111■ 1

(当該年度の対象者数が |■

がん検診は、原則として一人につき年1回行つてください。

子富がん検診及び乳がん検診については、原則として2年に1回行い、

前年度受診しなかつた方に対しては、積極的に受診推奨してください。

また、受診機会は、子富がん検診及び乳がん検診についても、必ず毎年設けてください.

受診率は、上記の算定式により算定してください。

馨-14-
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餘

がん検診企業アクション独自調査概要 ⑪ ■■力||

●
会社員のがん検診に対する意識と実際の受診率とのギャップが明らかに

o職 場におけるがん検診
ニーズは高いが実施率は低調

● がん検診に関す1情報が正しく伝わつていない

● 社会
人ががん健診を受けたきつかけは「職場の健康診断にあったから」

-15- 爾

実は高かつた職場でのがん検診ニーズ「受診したい」が97%
「実施している」はわずか22%

意識と実態のギャップが浮き彫りに原因は情報発信不足P

がん検診企業アクション事務局は2010年3月 4日 (木 )～3月 5日 (金 )、 新年度を迎えるにあたり、20～40代の

会社員(公務員、団体職員も含む)男女400名を対象に、「がん検診に関する意識調査」を実施しました。

【調査結果の概要】



資料4-1

平成 22年度がん検診受診率50%達成に向けた集中キャンペーン月間実施要領

趣 旨
がんは、昭和 56年から我が国の死因の第 1位 となり、現在ではその 3割に達
してお り、今後とも、人 口の高齢化に伴い死亡者数の増加が見込まれている。

がんによる死亡者数を減少させるためには、早期発見・早期治療が重要である

ことから、がん対策基本法 (平成 18年法律第 98号)第 13条においては、国
及び地方公共団体は、がん検診の受診率の向上に資するよう、がん検診に関する

普及啓発その他必要な施策を講ずるものと定められている。

こうした状況の中、厚生労働大臣は、平成 21年 7月 9日 に「がん検診 50%

推進本部」を設置し、がん対策推進基本計画 (平成 19年 6月 閣議決定)の個別

目標である「がん検診受診率 50%以 上」の目標達成に向け、国 。企業・地方自
治体・関係団体等が連携・協力 して普及啓発活動やイベン トの開催等を行 うこと

で、政府一丸 となって全力で取 り組んでいくことを決意表明したところである。

その一環として、毎年 10月 を「がん検診受診率 50%達 成に向けた集中キャ
ンペーン月間」と定め、この期間中にがん検診に関する関心を国民に深めていた

だくとともに、官民一体となったがん対策への取り組みの意識を高めることとす

るものである。

2 主 催
厚生労働省、都道府県、財団法人 日本対がん協会、がん検診受診促進企業連携

実施本部

3後 援

社団法人 日本医師会、社団法人 日本看護協会

実施期間

平成 22年 10月 1日 (金)か ら 10月 31日 (日 )ま で

重点目標

国民一人一人ががん予防の必要性を認識し、検診を受診するとい う行動に繋げ

るための施策を展開する。
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6 ロゴマーク、キャラクター、キャッチフレーズ

7 実施行事等 (例 )
(1)キ ャンペーン月間の周知 (各主催団体 )
キャンペーン月間のポスターを作成 し、関係各機関へ配布するほか、電車・

バス内での広告、懸垂幕、電光掲示板等により国民一般に対してキャンペーン

月間の周知を図る。

(2)資料の配布 (各主催団体 )
がん検診に対する関心を高めるため、関係各機関等にがん検診に関するパン

フレット、リーフレット等を配布する。

(3)イ ベン トの開催 (各主催団体 )
がん検診の受診促進のため、関係団体を中心とした地域連携の拡充強化を図

るとともに、各地において講演会、講習会、パネル展等を開催する。

(4)その他
上記のほか、各地域で本キャンペーンの趣旨に沿つた行事等を行 う。
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資料4-2

平成 22年度 がん検診 50%推 進全国大会の実施について

1.趣    旨
厚生労働大臣は、平成21年 7月 9日 に「がん検診 50%推進本部」を設置し、
がん対策推進基本計画 (平成 19年 6月 閣議決定)の個別目標である「がん検診
受診率 50%以上」の目標達成に向け、企業連携推進実施本部の立ち上げなどに
より、政府下丸となって全力で取り組んでいくことを決意表明したところである。

今般、 10月 1日 から31日 まで実施される「がん検診受診率50%達成に向
けた集中キャンペーン月間」の一環として、「がん検診 50%推進全国大会」を
開催することにより、来場者の方をはじめとする国民にがん検診に関する関心を

深めていただくとともに、官民一体となったがん対策への取り組みの意識の高揚

を図るものである。

2.平成 22年度全国大会開催内容 (案 )

(1)重点目標

国民一人一人ががん予防の必要性を認識し、検診を受診するとい う行動に

繋げるための施策を展開する。

(2)主催及び後援 '

厚生労働省及び開催地の自治体等 (開催地決定後に依頼予定)、

その他関係団体

(3)実施期間等

平成 22年 10月 9日 (土) (開 催場所については調整中)

(4)ロ ゴマーク、キャラクター、キャッチコピーの活用

(新たに募集する必要性 )

(5)がん検診 50%推 進ポスターコンクールの実施
・実施方法 (募集内容、募集区分 (小学年低・高、中学、高校及び一般)、

募集期間 (昨年は大会開催 lヶ 月前)等 )
・活用方法等 (広報用ポスター及びパンフレット、ホームページ掲載 )
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(7)大会プ ログラム (予定)
。開会宣言 :厚生労働大臣のメ ッセージ

・各種表彰 :が ん検診 50%推 進ポスターコンクール最優秀賞表彰式

(ロ ゴマ
~ク
、キャラクター、キャッチコピー作成者表彰式 )

。大会 内容 :がん予防の必要性及び検診 に繋げるための意識改革

(が んに関する公開シンポジウム、学生による検診受診宣言等 )

。啓発普及 :参加者への PR

(ロ ゴマーク等の入つたクリアファイルの配布、会場内ブースの

出店 )

(参 考 )
○ 平成 21年度 開催実績

(1)重点目標

国民一人一人ががん予防の必要性を認識 し、検診を受診するという行動に繋げるため

の施策を展開する。

(2)ロ ゴマーク、キャラクター、キャッチコピーの制定

別添のとお り

(3)が ん検診 50%推 進ポスターコンクールの実施

(4)主 催

厚生労働省、東京都、豊島区、財団法人 日本対がん協会、がん検診受診促進企業連

携実施本部

(5)後  援

社団法人 日本医師会、社団法人東京都医師会、社団法人豊島区医師会、社団法人 日

本看護協会

(6)実施期間等

平成 21年 10月 10日 (土) サンシャインシティ噴水広場

(7)大会プログラム

。大臣メッセージ

・ロゴマーク、キャラクター、キャッチコピー作成者表彰式

。がん検診 50%推進ポスターコンクール最優秀賞表彰式
・がんに関する公開シンポジウム

・学生による検診受診宣言 (親への手紙 )

・啓発普及グッズの配布 (ロ ゴマーク等の入つたクリアファイル))
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